
高橋正義教授略歴・主要著作目録

略　　　歴

1937年11月２日 東京都に生まれる

1957年３月 埼玉県立浦和高等学校卒業

1962年３月 広島大学工学部船舶工学科卒業

1962年４月～1986年８月 石川島播磨重工業株式会社勤務

この間，船舶基本設計部・技術部・コンサルタント部等で各種船

舶・プラント設計・建造に関与し，後半は国際技術移転・国際協力

プロジェクトに従事，本社海外事業部海外協力部創設に貢献。

1976年３月 国際開発センター開発エコノミストコース修了

1986年９月～1990年３月 世界銀行本部（ワシントンD.C.）勤務　この間，工業セクター開発

のため途上国（特にインド，中国）向け各種工業開発金融プロジェ

クトに参画

1990年４月～1999年３月 国際協力事業団　国際協力総合研修所勤務　この間，各種企画・研

究調査，開発調査プロジェクトに従事，オーストリア事務所企画調

査業務のためウィーン駐在（1992年～1994年），その後ポーランド

経済省市場経済移行下の産業政策支援のため，ワルシャワ長期派遣。

1999年４月～現在 立命館大学国際関係学部教授

国際協力論，国際技術移転論，東欧地域研究を担当

2002年10月～12月 内閣府主催　2002年度「世界青年の船」の団長として世界13ヶ国の

青年250名とシンガポール，オーストラリア，アメリカ，カナダ国

際交流事業に参画

2002年４月～現在 立命館大学国際地域研究所所長

各種国際地域研究のプロジェクト研究，課題別研究等のマネージメ

ント業務を担当

－v－



所 属 学 会

国際開発学会， 開発技術学会

業 績 一 覧

著　　　作

共著

「アジアの中小企業開発の方法― PhaseⅠ　タイ・フィリピン編」Technonet Asia1979年４月

「アジアの中小企業開発の方法― PhaseⅡ　バングラデシュ・スリランカ編」Technonet Asia

1980年７月

「アジアの中小企業開発の方法― PhaseⅢ　インドネシア・マレーシア編」Technonet Asia

1981年８月

「アジアの中小企業開発の方法― Phase Ⅳ　シンガポール編」Technonet Asia 1981年９月

「タイ・インドネシアの中小企業適正技術普及事業報告 PhaseⅠ」JETRO 1982年12月

「タイ・インドネシアの中小企業適正技術普及事業報告 PhaseⅡ」JETRO 1983年12月

「タイ金属加工業振興計画」国際協力事業団（JICA） 1985年１月

「マレーシア工業開発マスタープランへの開発金融政策」世界銀行　1986年８月

「インド資本財産業セクタースタディ（政策変革期における産業開発戦略）」世界銀行　1988年１月

「Human Oriented Program for Productivity Improvement」ポーランド経済省　1998年６月

「Human Affiliated Program for Productivity Improvement」ヨルダン高等科学技術委員会

2000年７月

論　　　文

単著

「今後20年間に及ぶ造船業のあり方について」造船協会応募論文　1970年12月

「Impact on Road Project in LDC」国際開発センター　開発エコノミストコース卒業論文　国

際開発センター　1976年３月

「プロジェクト評価用コンピューターソフトウエアープログラムの開発」石川島播磨技報　石

川島播磨重工（株）1977年５月

「イラン・カリンガスLNGプラントの企業化可能性について」石川島播磨社内論文　石川島播

磨（株）1978年４月
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“Economic Policy & Policy-based Financing”ポーランド経済省　1997年２月

“OECD & Japan”ポーランド経済省　1997年12月

“A Thought of New Trade Policy in Poland”ポーランド政府　1998年３月

「日本の秘訣と産業競争力政策（インドとポーランドの事例から）」『フロンテイア』国際協力

事業団　1999年11月

「国際協力専門家の条件」国際開発ジャーナル　2001年10月

“Recent trends in Polish foreign trade and a need for new approach to industrial policy”

Ritsumeikan International Affairs First Edition, January 31, 2003

表　　　彰

TECHNONET ASIA（在シンガポール地域協力国際機関）より３年間の研究協力に対する感

謝楯の受領（1981年）

ポーランド経済省大臣アドバイザー業務に対して大臣感謝状受領（1998年）
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